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202３年基本要求最終交渉報告
コロナ応援職場に負担をかけないよう検討
専門的職務の会計年度任用職員は協議で報酬設定可
東庁舎エレベーターのミラー設置は今後も調整。過重労働問題は引き続き労使で協議を確認
自治労県職労は１月27日、2023年基本要求の最終交渉を行いました。
冒頭鈴木委員長は、「先日の支部代交渉でも全ての職場代表からコロナ応援体制についての発言があった。応援を送り出している職場、職員ともに疲弊している。全庁コロナシフトはもう3年が経過しているが、なぜ未だに体制が確立しないのか？早急に体制を整備する必要がある。過重労働については、100時間超の時間外勤務が無くならないことを当局は重く受け止めるべきだ。ノーマライゼーションの課題では、できない理由を並べるのが「当事者目線」なのか？100％でなくともできる対応を考えるべきではないのか」と提起して交渉に入りました。
重点課題の議論
〇コロナ対応
自治労：応援職員を出している職場はただでさえ人員が少ない中、休止事業が再開されており、応援の継続が大きな負担になっている。コロナ対策本部等を増員し、応援体制は早急に見直すべきだ。
自治労：職業訓練指導員がコロナ応援に出され、授業運営にも支障を来している。応援はやめてほしい。
労務局長：職場の負担を勘案しコロナ応援を要請している。負荷が高い職場からの応援は、各局総務室を中心に調整できるので、負荷がかからないよう検討する。
自治労：県民対応業務ですら、十分な引き継ぎがされていない。前任の応援職員が時間外に直接引継をしていると聞く。業務丸投げ体制は改めるべき。コロナ対策本部等を整備して業務や引継ぎに責任を持つべきだ。
労務局長：引継ぎ等が丸投げにならないよう努力する。
自治労：コロナ業務を行うパソコンのスペックが足りず時間がかかる。改善すべき。
労務局長：具体的な状況を確認の上検討したい。
自治労：コロナ応援職員の通勤定期の関係で自己負担しているとの声があるが。
労務局長：月の途中で勤務を開始、終了する場合も通勤手当と旅費を適切に組み合わせて対応しており、自己負担は生じないよう運用している。
〇過重労働
自治労：長時間・過重労働は、慢性的な人員不足が原因だ。コロナ禍や台風被害対応等でも問題は露呈している。どんな状況でも人が増えないというのは疑問。「複数年、月45時間以上の時間外勤務がある所属は人員増する」など一定の客観的基準を設けるべき。
労務局長：働き方改革に取り組んでもなお時間外勤務の多い所属については、業務量に応じて配置している。
　なお、来年度の定数調整の増減要素は以下のとおり。
・増要素：当事者目線の障害福祉条例関連、児童虐待対策関連

・減要素：ねんりんピック終了、さがみ緑風園委託化
自治労：特例か否かは当局が勝手に決めていいものではなく、労使協議で話し合うべき課題である。
自治労：当局だけでは100時間超を無くせいない実態を踏まえ、継続的な労使協議の開催を確認したい。
労務局長：時間外勤務等の上限設定の特例の考え方も含め、引き続き任命権者で話し合いたい。
〇欠員補充
自治労：300人以上も欠員があり、そのうち50人以上が臨任等の配置もされず、負担は増している。具体的にどう欠員を解消するつもりか、明らかにせよ。
労務局長：放置はしない。補充しなければならないと考えている。今その努力をしている。
〇ノーマライゼーション関係
自治労：人事評価結果の点字化を早急に実現すべき。
労務局長：現時点で対応できておらず、今後検討する。
自治労：人給システム等の更新時に、希望者を集めて意見を聞き、操作研修等を行うこと。
労務局長：今後の更新時においても、当事者の意見を十分聞いたうえで対応していく。
自治労：文書作成時に視覚障害者も見る前提でカラーバリアフリーの観点で作成するよう周知すること。
労務局長：全庁ポータル等を確認して、改めてカラーバリアフリーを周知したい。
自治労：東庁舎エレベーターのミラーは簡易的なものでも対応できるはず。車椅子利用者に危険な状況。何もしないのは「当事者目線」ではない。柔軟な対応を。
労務局長：何とかできないか調整している。改めて調整内容を伝えたい。本庁舎正面玄関の手すり設置の要望についても、今後何ができるか検討する。
〇両立支援
自治労：制度を知るにもいろいろなポータルを見なければならずわかりづらい。まとめられないか。
労務局長：イクボスポータルにまとめてあるはずだが確認したい。
自治労：育児休業取得促進のために、育児休業手当金の支給を少しでも早められるような努力を。
労務局長：地方公務員共済組合県支部に伝える。
〇会計年度任用職員
自治労：会計年度任用職員の業務について、支部代交渉で「補助的・定型的」にはあたらないのでは、との意見があった。他にも「補助的・定型的」でない業務もある。業務に即した処遇を考えるべきだ。

労務局長：「補助的・定型的」の定義を示すことは困難だが、多くの行政補助員が従事する「庶務事務」「予算経理業務」「応接業務」「窓口・電話対応業務」は「補助的・定型的」要素が多いと考える。専門的知識等を要する業務で、上限を超える単価が必要な場合は、協議の上、別に単価を設定することができる。
〇人材育成
自治労：専門職でなくても専門的な知識・経験が必要な業務の人材育成が確立しておらず、喫緊の課題だ。職場で「人を育てる」余裕がなくなっている。大きな原因の人員増とともに「人を育てる」風土を復活させるための手立てが必要。そのひとつがすべての職場に「スーパーバイザー」を配置することだ。
労務局長：昨年度、人材育成の観点から副主幹や主査にサブリーダーとして次席等の呼称を導入した。
〇人材確保
自治労：職業訓練指導員は欠員が多いうえに、大量退職も近いのに採用は少ない。臨任等の経験を活かした採用枠を作ってもらいたい。

労務局長：欠員は基本的には正規職員採用で解消する考えだが、大量の職員の採用は現実的に困難で、当面は臨任も活用しながら体制整備に努める。
〇組織運営
自治労：支部代で発言があったとおり、障害者職業能力開発校では、他の技術校のような入校を担当する部署がない。教務課の職員がやっている。また、複数の系統があるのに教務課長は一人。課長の下にグループリーダー等の配置が必要。
労務局長：産業技術短期大学校は募集人数等が多いため学生課を設置しており、所属の状況を反映したもの。
〇豚熱対応
自治労：豚熱対応を踏まえ災害時等の労働安全衛生や必要な物品の備蓄について、どの文書で定め周知されているのか？そうでなければ安心して協力できない。
労務局長：環境農政局でマニュアルの改訂をしている。グループウエアにポータルを作成するとともに、「防疫従事者のしおり」で健康や安全の確保等を記載した。
〇施設整備
自治労：本庁舎駐車場はいつ整備するのか？
労務局長：来年度予算については現時点で答えられない。
自治労：平塚合庁は猛暑の中で空調が壊れ、冬も暖房が不十分との声がある。具体的な対策は？
労務局長：平塚合庁は昨年6月と今年1月に空調設備の不具合が発生したが、今は解消している。その他の庁舎についても順次改修工事を行う予定だ。
育児・介護フレックスタイムの概要まとまる
　育児・介護フレックスタイムについては2022年確定交渉において導入が確認され、具体案について12月から県労連と当局の間で協議を進め、下記のとおり概要を取りまとめました。
１．対象職員
　〇子の養育又は要介護者※の介護を行う職員。
　※介護認定の「要介護」とは異なり、短期介護休暇の考え方と同様。

　〇短期勤務職員、会計年度任用職員、療養休暇・特別休暇を承認されている職員、交代制勤務職員は対象外。

２．手続き

　　適用を希望する職員からの申告によるものとする（業務による所属申告はできない）。
３．割振り
（１）割振り単位期間
　　　1週間から4週間のうち、職員が選択。
（２）フレックスタイムの時間帯
　　ア　始業：7時以降10時30分以前
　　イ　終業：15時45分以降19時15分以前
　　ウ　休憩時間：12時から13時
　　エ　コアタイム：10時30分から15時45分
（３）割振り単位：15分単位
４．実施時期：2023年4月1日
５．自治労県職労が求め、確認したこと
　〇コアタイムのあり方や対象など、早い時期に職員の意向把握に基づく制度の検証を行う。
　〇短時間勤務職員は現行制度下でも勤務の割振り変更によってフレックスタイムと同様の効果を得られることを制度導入時に周知すること。
２０２３年３月３１日で、早期退職を希望している組合員・保険利用の方
５年未満で再任用を終える組合員の方へ
手続きが必要ですので組合事務所までご連絡を！（TEL 045ｰ201-2961）
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